
■ 表2：  ISO/CD 9001:2013の構成 （赤字は固有要求事項）

0 序文
１ 適用範囲
２ 引用規格
３ 用語及び定義
４ 組織の状況
　4.1 組織及びその状況の理解
　4.2 利害関係者のニーズ及び期待の理解
　4.3 品質マネジメントシステムの適用範囲の決定
　4.4 品質マネジメントシステム
　　4.4.1 一般　4.4.2 プロセスアプローチ
５ リーダーシップ
　5.1 リーダーシップ及びコミットメント
　　5.1.1  品質マネジメントシステムに関するリー 

ダーシップ及びコミットメント
　　5.1.2  顧客のニーズ及び期待に関するリーダー

シップ及びコミットメント
　5.2 方針
　5.3 組織の役割、責任及び権限

６ 計画
　6.1 リスク及び機会への取組み
　6.2 品質目標及びそれを達成するための計画策定
　6.3 変更の計画
７ 支援
　7.1 資源
　　7.1.1 一般　7.1.2 インフラストラクチャー
　　7.1.3 プロセス環境
　　7.1.4 監視機器及び測定機器　7.1.5 知識
　7.2 力量　7.3 認識　7.4 コミュニケーション
　7.5 文書化した情報
　　7.5.1 一般
　　7.5.2 作成及び更新
　　7.5.3 文書化した情報の管理
８ 運用
　8.1 運用の計画及び管理
　8.2 市場ニーズの明確化及び顧客との相互作用
　　8.2.1 一般
　　8.2.2  商品・サービスに関連する要求事項の明確化
　　8.2.3  商品・サービスに関連する要求事項のレビュー
　　8.2.4 顧客とのコミュニケーション
　8.3 運用計画プロセス

　8.4 外部から提供される商品・サービスの管理
　　8.4.1 一般
　　8.4.2 外部からの提供の管理の方法及び程度
　　8.4.3  外部プロバイダーに対する文書化した情報
　8.5 商品・サービスの開発
　　8.5.1 開発プロセス　8.5.2 開発管理
　　8.5.3 開発の移行
　8.6 商品製造及びサービス提供
　　8.6.1商品製造及びサービス提供の管理
　　8.6.2 識別及びトレーサビリティ
　　8.6.3 顧客又は外部プロバイダーの所有物
　　8.6.4 引渡し後の活動　8.6.5 変更管理
　8.7 商品・サービスのリリース
　8.8 不適合商品・サービス
９ パフォーマンス評価
　9.1 監視、測定、分析及び評価
　　9.1.1 一般
　　9.1.2 顧客満足
　　9.1.3 データの分析及び評価
　9.2 内部監査　9.3 マネジメントレビュー
10 改善
　10.1不適合及び是正処置　10.2継続的改善
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（*1）
種々の ISO マネジメントシステム規格において、似
た要求事項であれば、利用者の立場からは共通の
表現であることが望ましく、規格開発者の立場からも
同様な記述が望ましいことから、ISO マネジメントシ
ステム規格の基本構造としての上位構造（箇条タイ
トル）、共通テキスト（要求事項）、共通用語・定
義の「共通要素」の採用が義務付けられたもの。
ISO/IEC 専門業務指針 (Directive) の補足指針
(Supplement) の改訂版の附属書 (Annex) の SL
項に記されている。

　この中でISO/IEC 27001：2013が2013
年10月に発行された。
　ISO 9001とISO 14001は12月現在委員
会原案（CD）で、次期国際規格（IS）発行は
2015年になるものと見られている。（表1）
　本特集では共通要素の採用による影響を
中心に、2013年12月時点で見込まれること
について述べる。

　2012年5月から、現行のISOマネジメントシ
ステム規格の定期的な見直しと改定を行う
際に、ISOマネジメントシステム規格の共通
要素を採用することが義務付けられた（*1）。
　いずれも見直しの時期に入っていたISO 
9001、 ISO 14001、 ISO/IEC 27001は、
ISOマネジメントシステム規格の共通要素を
採用する改定を行ってきた。

改定作業のスケジュール

　ISO 9001の改定は、2013年6月にCDが
発行された。DISの発行は遅れるという予想
もあったたが、当初の予定通り2014年3月

の発行が見込まれている。今後の作業が順
調に進めば、 FDISが2014年11月に、ISは
早ければ2015年1～2月に発行される見込
みである。
　次期ISO 9001の詳細が見えてくるのは

進む 規格改定
次期ISO 9001、ISO 14001は 
現在 委員会原案（CD）2013年12月現在

――共通要素採用と各分野独自の見直しで2015年発行の見通し

規格改定情報 ： ISO 9001
■ 次期ISO 9001発行までのスケジュール

─�焦点はマネジメントシステムの共通要素の採用、適用範囲の決定の�
ための要求、サービス分野への適用の配慮、プロセスアプローチなど

次期ISO�9001は2015年1～2月頃の発行に

NWIP WD DISCD IS

2012年11月 2013年4月 2014年3月（見込み）2013年6月 2015年1～2月（見込み）

FDIS

2014年11月（見込み）
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■ 表1： ISO 9001、ISO 14001の改定作業の進捗 （2013年12月現在）

規格 現在の段階と今後の計画 備考
ISO 9001

（品質マネジメントシステム─
要求事項）

現在CD（委員会原案）
（以下ほとんどすべて最短期間で進む場合の推定スケジュール）
　2014年3月DIS（国際規格原案）
　2014年11月FDIS（最終国際規格案）
　2015年1〜2月IS（国際規格）発行

ISO/CD 9001：2013（英語版）は 
日本規格協会で購入可能（3,990円）

移行期間は3年

ISO 14001
（環境マネジメントシステム─
要求事項）

現在CD2（委員会原案2）
（以下ほとんどすべて最短期間で進む場合の推定スケジュール）
　2014年7月DIS（国際規格原案）
　2015年3〜4月FDIS（最終国際規格案）
　2015年5〜6月IS（国際規格）発行

移行期間は3年

DIS以降であるが、ここではCD段階でISO
マネジメントシステム規格の共通要素採用
による影響を中心に、想定されることや見込
まれることについて述べる。

改定のポイントと審査の変更点

　次期ISO 9001の要求事項は、共通要素
に従って表2のような章立てになっている。
この流れの中で、明らかになっている改定ポ
イントや審査の変更点を見ていく。

1.�ISO�9001の適用範囲を決める
　4章「組織の状況」では、ISO 9001の適
用範囲を決めた根拠を明らかにするよう要求
される。この適用範囲は主な商品・サービス、
それらを提供する主なプロセス並びに対象
に含まれる組織の事業所ということになる。
　この要求は、例えば本社を除く単体の工
場での認証取得を否定するものではない
が、なぜその工場のみを適用範囲としたの
かを明らかにすることを求めている（*2）。

2.��事業プロセス管理ツールとしての
使い勝手を強化

　ISO 9001は、他の規格と比較するとより
事業に即したものといえるが、次期ISO 
9001改定案では、トップマネジメントの関与
もより強く求められるほか、プロセスアプ
ローチの重要性が強調されるなど、事業プ
ロセス管理ツールとして使い勝手のよさが
追求されている。
●トップのリーダーシップの強化
　5章「リーダーシップ」では、トップの関与
により、組織の事業プロセスに品質マネジメ
ントシステムの要求事項を統合する（組み
込む）ことが求められる。
　組織の業務にマネジメントシステムの仕

組みが組み込まれ一体化させる。これによ
り、二重管理を避け、効率を高め効果を求
めることを意図している。
●プロセスアプローチが要求事項に
　ISO 9001は従来から、仕事のやり方に 
沿ったマネジメントシステムを構築するためプ
ロセスアプローチの考え方が採り入れられて
いたが、次期ISO 9001改定案では、4.4.2項

「プロセスアプローチ」として要求事項に位
置付けられ、重要性が強調されている。

3.�リスク・ベースの考え方
　共通要素では、マネジメントシステムその
ものが予防のための活動であるとされ、リス
クを基礎に置く考え方が重視されている。次
期ISO 9001改定案では、6.1項「リスク及
び機会への取組み」に共通要素とほぼ同じ
内容が要求されている。これは、品質マネジ
メントシステムが、構築・計画の段階からマ
イナスのリスク（クレームや不良品、機械の
故障など）の予防をトータルに含み込んでい
ることを示す。ただし、リスクの発生頻度や
影響度に基づくリスクマネジメントを組織に
対して義務付けるものではない。

4.��サービス業がISO 9001に取り組
みやすくなる

　次期ISO 9001改定案では、従来の製造
業を想定した要求事項の内容を改める方
向でサービス業への配慮がなされている。こ
れにより、今までISO 9001導入に踏み出せ
なかったサービス業、流通業など幅広いタイ
プの組織が、導入しやすくなっている。

　用語では「製品」が「商品・サービス」とな
り、「設計・開発」が「開発」に統一されてい
る。要求事項では、7.1.4項「監視機器及び
測定機器」が簡素化され、8.5項「商品・サー
ビスの開発」でも、レビュー、検証、妥当性
確認などの項目がなくなり、記録の義務もな
くなった。もちろんこれらは、やらなくてもいい
ということではなく、必要な管理であると組
織が判断すれば行う必要がある。

5.��ISO�9001独自の内容は主に8章
「運用」へ

　これまで、ISO 9001に独特の内容として
構成されていた現7章「製品実現」は、共通要
素の章立てに沿って8章「運用」にISO 9001
固有の要求事項として組み込まれている。

6.�パフォーマンス評価の重視
　次期ISO 9001改定案では、監視した結
果を改善につなげているかが重視される。こ
れは、9.1項「監視、測定、分析及び評価」に
おいて、データを取得し、使用する方法を決
め、評価を改善にどうつなげていくのかを明
示することが要求されている。ただ監視する
こと、データを集めることが目的化してしまう
運用を避け、取得したデータをより改善につ
なげられるように促すものとなっている。

（*2）
改定後も工場や事業部単位の登録は可能だが、「品
質マネジメントシステムの意図した成果を達成する組
織の能力に影響を与える外部及び内部の課題」「利
害関係者のニーズ及び期待の理解」を考慮して決め
ることが新しい要求事項である。本社やサポート部署
を登録範囲に入れることは条件ではないが、取引先や
顧客から見るとそれらを含んだ登録の方が実態に即し
た形であり、より安心感を与えるものだと考えられる。
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ISO/TS 16949などで先行導入されていた
考え方や要求事項が含まれている。ISO 
9001の改定に伴って、将来的には各セク

セクター規格への影響

　今回の改定には、セクター規格である

ター規格も改定が行われることになるものと
思われるが、その検討はまだ開始されておら
ず、不明である。

改定作業のスケジュール

　改定作業の中で、ISO 14001は2013年
3月にCDが発行された。その後、検討事項
が多いため2013年10月にCD2が発行され
た。今後のスケジュールは、DIS発行が
2014年7月、FDIS発行が2015年3～4月、
IS発行が2015年5～6月となる見込みで 
ある。
　次期ISO 14001への検討はこれから本
格化するため、ここではISOマネジメントシス
テム規格の共通要素採用による影響を中
心に、今後想定されることや見込まれること
について考察する。

改定のポイントと審査の変更点

次期ISO 14001改定案（CD2）の要求事
項は、共通要素に従って後述の表3のよう
な章立てになっている。この流れの中で、現
在明らかになっている改定ポイントや審査
の変更点を見ていく。

1.�ISO�14001を事業戦略に活用
　この改定の意図は、ISO 14001をより事
業戦略に即したものとして活用できるように
することである。組織と事業、社会の将来像
を描きながら、先を見通した戦略的なビジネ
ス展開を行うために役立つ規格へと向かっ
ている。

2.�適用範囲の決定をどう考えるか
　4章「組織の状況」では、組織がISO 
14001の適用範囲を決める際に、その根拠
を明らかにすることが要求事項に盛り込まれ
た。これは組織にとってより幅広い可能性を
もたらす。社会も組織も大きく変化する時代
にあって、マネジメントシステムの適用範囲

も必要に応じて変わっていくべきだろう。
　8章「運用」では、バリューチェーンの管理
が明確な要求事項として入ってきた。適用
範囲の境界を広げることで、バリューチェー
ンやサプライチェーンまで含むまとまった組
織体で環境マネジメントシステムを構築す
れば、大幅な効率化を図ることができる可
能性も広がる。
　一方で、個別の組織でうまくマネジメント
システムを使い分けたいという局面では、適
用範囲を絞り込んで柔軟な活用を図ること
も可能である。
　いずれにしても、組織の立ち位置が明確
になるので、目的意識を明確に持ってISO 
14001に取り組むことができる。

3.�トップダウンでの意思決定が重要
　今回の改定では、トップダウンでの意思
決定が強く求められ、より組織が携わる本来
のビジネスに沿うISO 14001が求められる
ようになった。5章「リーダーシップ」として新

規格改定情報 ： ISO 14001
■ 次期ISO 14001発行までのスケジュール

─2015年の発行を目指して改定が進行中

将来を見据えた事業戦略の展開に活用できる
環境マネジメントシステムへ

NWIP WD DISCD IS

2012年8月 2012年4月 2014年7月(見込み）2013年10月（現在CD2） 2015年5～6月（見込み）

FDIS

2015年3～4月（見込み）

たに加えられている（図1）。
　トップダウンで事業への環境マネジメント
システムの活用に取り組むことにより、戦略
的なビジネス展開が促進される。
　事務局への影響としては、マネジメントシ
ステムの事業戦略的な運用を実現していく
ために、例えば経営企画のような機能を担
う必要が生まれるだろう。

4.�リスク分析を計画立案に生かす
　6章「計画」では、組織がISO 14001を事
業に展開する上で、リスク分析（リスクと機
会の取組み）を行って計画の立案につなげ
ることを要求している。
　リスクにはマイナスのリスクイメージだけ
ではなく、チャンスの意味もある。そのため、
組織のビジネスモデルを考えて環境に関わ
るインフラを整備するといった活動や、環境
ビジネスの拡大への道を広げる方向性が出
てくる。

特集
2 ISO 9001、ISO 14001、ISO/IEC 27001の規格改定情報

次期ISO 9001が組織に与える影響は？
　まず、今回のISO 9001の改定作業が提案されたときの注目
すべき設計仕様を確認しておきましょう。「適合製品の供給能
力に関する信頼の向上」が改定の目的で、原則的に規格の目
的、タイトル、スコープなどは現行のISO 9001:2008から変更し
ないとされています。
　今回の委員会原案を見ると、すべてのISOマネジメントシステ
ム規格に適用される共通要素の採用を除き、2008年版の目的、
タイトル、スコープなどを変更しないという割には、かなり多くの
変更点があるように見えます。しかしそれらの変更点の大部分
は、いままで第三者からよく見えなかったブラックボックスの部分
を見えるように求めているだけです。ですから現在ISO 9001を
運用している組織にとって、まったく新たなアクションはほとんど
要求されていないように思います。
　委員会原案の特徴のひとつは、「製品」（*3）「設計」（*4）など
の用語を中心に見直しが進み、サービス業やソフトウェア産業
など多数の業種の組織が利用しやすいように配慮されている
ことです（*5）。しかし、このようにサービス業などへの配慮がなさ
れている反面、例えば、委員会原案で「設計・開発」「レビュー」

「検証」「妥当性確認」ということばがなくなった（*6）ことは、製
造業においては要求事項が曖昧になっているようにも思えま
す。この点はこれからまだ議論があるのではないかと思ってい
ます。また、現在ISO 9001を使っている製造業の組織では、規
格改定後も従来の考え方で業務を続けていただく必要がある
のではないかと思います。

組織が次期ISO 9001に移行するために必要なことは？
　JQAで認証を取っている組織は、次期ISO 9001への移行に
ついて、それほど特別な準備は必要ないでしょう。審査では、従
来よりも明確に示していただくことが必要になる部分があります
が、ほとんどは組織が現在も行っていることですのであまり心配
していません。例えばISO 9001ではマネジメントシステムの共
通要素に加えて品質マネジメントシステムにプロセスアプローチ
の適用を要求（4.4.2）しています。これは、従来の推奨事項から
要求事項に「格上げ」されました。JQAは2000年の規格改定
以降、規格の条項ではなく組織の事業プロセスに沿った審査
を実施してきましたので、プロセスアプローチの考えを取り込ん
でいる組織は特に新たな準備は必要ないと思います。また、トッ
プマネジメントが「組織の事業プロセスへの品質マネジメントシ

ステム要求事項を統合することを確実にする」（5.1.1 c）という
要求事項についても、移行審査のためには、品質マネジメント
システムを適用する計画段階で各要求事項がどの事業プロセ
ス・部署で行われているかを明確にし、要求事項と組織の事業
プロセス・部署との関係がわかるものを準備いただくくらい
です。
　一方「リスク及び機会への取組み」（6.1）については、ISO 
9001の場合は文書化の要求はありませんので、システムの構
築・計画段階でリスクと機会をどのように考慮されたかを確認
させていただこうと思います。

JQAの対応は？
　現在次期ISO 9001は委員会原案段階ですので、JQAは
引き続き情報収集に注力しながら、規格の目的や意図に沿っ
た審査技術を開発していきます。例えば、今回の委員会原案
には、「変更管理」「緊急時対応」「外部供給者のパフォーマ
ンスの監視」など自動車産業のセクター規格であるISO/TS 
16949にも見られる考え方が取り込まれていることにも注目して
います。
　また、すでにお問合せをいただいていますが、お客さまへ
は移行の準備のお役に立つ情報をJQA Webサイト、ISO 
NETWORK、説明会などを通じてご
提供していきます。
　なお、2013年11月に国際認定機関
フォーラム（IAF）から、次期規格への
移行期間は国際規格（IS）発行から3
年間と正式発表がありました。

JQA品質審査部長　佐々木等

（*3）
委員会原案では「商品・サービス (goods and services)」

（*4）
委員会原案では「開発 (development)」

（*5）
ISO マネジメントシステムのユーザーが製造業中心から、形のないサービスなど
を扱う業種に広がったことで、要求事項の表現を多くの業種・業態に見合うこ
とばに改定された。

（*6） 
2008 年版「設計・開発」(7.3) の「設計・開発の計画」(7.3.1)「設計・
開発へのインプット」(7.3.2) から「設計・開発の変更管理」(7.3.7)までは、
ISO/CD 9001:2013 では表現を変えて「商品・サービスの開発」(8.5)「開
発管理」(8.5.2) の a）b) c) d) e) f) に箇条書きされた部分などに受け継がれ
ている。

JQAは、次期ISO�9001改定案（CD）をこうみている

組織の状況
環境マネジメントシステムの適用範囲 (4.3/4.4項)

EMSの成果

利害関係者の
ニーズ及び
期待の理解
（4.2項）

外部及び
内部の課題
（4.1項） Plan Do

CheckAct

Act

改善
（10章）

計画
（6章）

支援・運用
(7章、8章)

パフォーマンス
評価
(9章)

リーダーシップ
(5章)

■ 図1： 環境マネジメントシステムモデル

ISO/CD2 14001 序文を参考に作成
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